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序　　　　　文

ブータン王国では、急速な人口増加を背景に、特に若年層の雇用の受け皿の確保・失業率の悪

化が社会問題となっています。ブータン王国では、上記課題に対応するため、中期国家開発計画

である「第 9 次 5 カ年計画」（2002 年 7 月～ 2007 年 6 月）にて、職業訓練の強化を掲げ、制度枠

組の見直し、職業訓練機関の能力向上等に取り組んできました。また、2003 年には、職業訓練

を管轄する機関として、労働人材省を新設しました。

若年層の人口増加に加え、「第 10 次 5 カ年計画」（2007 年 7 月～ 2012 年 6 月）において、高い

失業率の背景として、民間セクターの低い雇用吸収力、訓練校等卒業生と産業界から求められる

人材の知識・技術のギャップ、民間セクターの雇用条件の悪さ（労働環境、賃金等）、地方から

都市への人口流入等が挙げられています。同計画では、かかる状況の改善に向けた取り組みとし

て、製造業、電力等の産業・民間セクター振興策に加え、職業訓練校の量的・質的改善、民間セ

クターの雇用環境改善のための法整備等が掲げられています。

ブータン王国においては、これまで公的セクターが大きな雇用吸収先となってきましたが、現

在、政府が公的セクターの雇用抑制を発表したことから、今後は、民間セクターでの雇用吸収に

大きな期待が寄せられています。一方、2012 年までに 6 万 3,000 人の中期・後期中等教育卒業後

に就職・進学できない若年層が輩出される予定であり、その受け皿として訓練校の新設も計画さ

れています。今後は、これまで以上に民間ニーズに合致した訓練（指導員の能力強化、カリキュ

ラム・教材の見直し等）が求められることとなります。また、民間セクターでの雇用吸収にも限

界があることから、ブータン王国政府は、インド人など外国人労働者のブータン人への置き替え

にも対応できる人材の育成を行っていく方針です。従来、公務員志向が強く民間セクターを志向

する若年層は少数でしたが、職業訓練校への多数の応募状況などから、若者の意識も徐々に変わ

りつつあることが見受けられます。

上記を背景として、2007 年に、ブータン王国政府よりわが国に対し、指導員の能力強化を中

心とした職業訓練の改善に対する協力が要請され、2009 年 6 月から 4 年間の計画で技術協力プ

ロジェクト「職業訓練校の質的強化プロジェクト」が開始されました。

今般、実施期間の中間地点を迎え、同プロジェクトの中間レビュー調査を行うことを目的とし

て、2011 年 8 月に調査団を派遣し、ブータン王国政府との間で、プロジェクトの進捗の確認と

今後の方向性にかかる協議を行いました。

本報告書は同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開、更には類似の

プロジェクトに活用されることを願うものです。

ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願いする次第です。　

平成 23 年 9 月

独立行政法人国際協力機構

人間開発部長　萱島　信子
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CBC Competency Based Curriculum 習熟度別訓練カリキュラム
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DSD Department of Skills Development 技能開発局

FAQ Frequently Asked Question 頻繁に尋ねられる質問

GNHC Gross National Happiness Commission 国民総幸福度委員会

IMB Institutional Management Board 訓練校運営委員会

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会

KIEE
Khuruthang Institute of Electrical Engineering
（VTI：Vocational Training Institute）

クルタン電気工学校

（旧：職業教育訓練校）

MoLHR Ministry of Labour and Human Resources 労働人材省

MOU Memorandum of Understanding 覚書

PLC Programmable Logic Controller

RIEE Ranjung Institute of Electrical Engineering ランジュン電気工学校

SMS Short　Message Service ショートメッセージサービス

TAB TVET Advisory Board 職業訓練諮問会議（仮称）

TOT Training of Trainers 指導員研修

TPSD Training Professional Service Division 技術サービス課

TTI Technical Training Institute 技術訓練校

QMS Quality　Management System 品質管理システム

VETD Vocational Education Training Division 職業教育訓練課

VET Vocational Education Training  職業教育訓練

TVET Technical and Vocational Education Training 職業訓練技術教育
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１－１　協力の背景と概要

ブータン王国（以下、「ブータン国」と記す）では、急速な人口増加を背景に、特に若年層

の雇用の受け皿の確保・失業率の悪化が社会問題となっている。ブータン政府はこの課題に対

応するため、中期国家開発計画である「第 9 次 5 カ年計画」（2002 年 7 月～ 2007 年 6 月）にて、

職業訓練の強化を掲げ、制度枠組の見直し、職業訓練機関の能力向上等に取り組んできた。一

方、2012 年までに 6 万 3,000 人の中期・後期中等教育卒業後に就職・進学できない若年層が輩

出される予定であり、今後はこれまで以上に民間ニーズに合致した訓練（指導員の能力強化、

カリキュラム・教材の見直し等）が求められる。

本プロジェクトは、ブータン国労働人材省（Ministry of Labour and Human Resources：MoLHR）
及び管轄のクルタン電気工学校（Khuruthang Institute of Electrical Engineering：KIEE）を主たる

対象に、産業界のニーズを踏まえた質の高い職業訓練を実施するための訓練マネジメント体制

の確立を図る。

本プロジェクトでは、水力発電などに係る人材の需要が認められる電気分野を対象とし、上

記目標を達成するために、訓練ニーズ調査、カリキュラム開発、訓練実施、モニタリング・評

価などの一連の活動を実施する。現在、2 名の専門家（チーフアドバイザー / 業務調整、電気）

が派遣されている。

今般、プロジェクトの開始から 2 年を経過した時点で、各成果の達成状況を確認するととも

に、現状の課題とプロジェクトの残りの期間での活動の方向性について確認をし、合同評価報

告書としてブータン国労働人材省側と合意することを目的とした中間レビュー調査を実施し

た。

１－２協力内容

本中間評価調査の結果、プロジェクトサマリーのうち、成果・指標等を改訂することとなっ

たため、修正後のサマリーを記載する。

（1）上位目標

電気分野の職業訓練校が産業界のニーズに合った知識・技術を有する人材を輩出する

機関となる。

１.　案件の概要

国名：ブータン王国 案件名：職業訓練校の質的強化プロジェクト

分野：職業訓練 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：人間開発部社会保障課 協力金額（評価時点）：297,074 千円

協力期間 （R/D）： 2009 年 3 月 25 日署名

2009 年 6 月 15 日から

2013 年 6 月 14 日まで（48 カ月）

先方関係機関：労働人材省人材局、クルタン電気工学

校職員及び訓練生、関連する民間企業

日本側協力機関：厚生労働省、雇用・能力開発機構、

海外職業訓練協会

中間レビュー評価調査結果要約表
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＜指標＞

1. 卒業訓練校電気コース卒業生に対する雇用者の平均評価が平均期待度を上回る。

2. 職業訓練校電気コース卒業生の就職率（就職者 / 就職希望者）が 70％以上となる。

（2）プロジェクト目標

KIEE の電気コースが産業界のニーズに合った知識・技術を有する人材を輩出する機

関となり、他の電気コースを有する技術訓練校（Technical Training Institute：TTI）で応用

可能な知見が収集される。

＜指標＞

1　KIEE 卒業生に対する雇用者の平均評価が平均期待度を上回る。

2　KIEE 電気コースの就職率（就職者 / 就職希望者）が 70％以上となる。

3　 プロジェクト活動と成果を普及展開するためのワークショップ参加者の満足度が 5 段

階評価で 4 以上となる。

（3）成果

成果 1：人材局の職業訓練の計画、実施、モニタリング・評価に係る機能が強化される。

＜指標＞

1-1　現場の実情に即して訓練カリキュラムの改訂が検討される。

1-2　 電気分野を有する TTI が共通で利用可能な訓練管理のマニュアル、ガイドライン、

工程が開発される。

1-3　産業界との意見交換が定期的に実施される。

1-4　電気分野で中期的な指導員育成、配置計画が策定される。

成果 2：KIEE の職業訓練実施能力が強化される。

＜指標＞

2-1　KIEE 電気コースの定員が継続的に満たされる。

2-2　 KIEE 電気コース卒業生のうち、知識面、技術面ともに 80％以上の訓練内容に対し

満足と回答する者が 80％以上となる。

2-3　KIEE電気コース訓練生のNC-21合格率が 80％以上、NC-32合格率が 70％以上となる。

2-4　電気コースに係る現場での訓練実施マニュアルが開発される。

成果 3：職業訓練校の指導員能力が強化される。

＜指標＞

3-1　マスタートレーナーが指導員訓練プログラムの開発、実施能力を習得する。

3-2　マスタートレーナーの専門分野の知識と技術が向上する。

3-3　マスタートレーナー以外の専門分野の知識と技術が向上する。

1
　NC-2：National Certificate Level 2. クラフトマンレベルを示す資格レベル。

2
　NC-3：National Certificate Level 3. マスタークラフトマンを示す資格レベル。
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（4）投入（2011 年 8 月末時点）

【日本側】

長期専門家派遣：29.37 人 / 月
短期専門家派遣：11.27 人 / 月
機材供与　　　：Nu.18,403,160
ローカルコスト負担：Nu.9,853,334、USD44,496.95

ブータン側：

カウンターパート配置：労働移住省職員、職業訓練校教員

専門家執務室（労働人材省及び KIEE）、事務家具等

２. 評価調査団の概要

調査者

担当分野 名　前 所　属　先

団長・総括 中原　伸一郎 JICA 国際協力専門員

職業訓練 小坂　佳正 雇用・能力開発機構

協力企画 西村　愛志 JICA 人間開発部社会保障課

評価分析 永井　清志 株式会社コーエイ総合研究所

調査期間 2011 年 8 月 21 日〜 2011 年 9 月 2 日 評価種類：中間レビュー

３. 評価結果の概要

３－１　実績の確認

（1）成果の達成状況

各成果の達成状況は以下のとおりである。

成果１：労働人材省訓練基準局・人材局及び KIEE 校の訓練計画策定・実施体制が確立・

強化される。

成果１については、KIEE で電気科 NC-2 レベルのパイロット訓練が 2010 年 8 月から

2011 年 6 月までの期間で計画され、おおむねその計画どおりに実施されており、計画策定・

実施体制確立が着実に進められている段階である。プロジェクト開始後２年の時点として

は、十分な成果の達成が確認された。なお、当該成果に対応する指標とされるカリキュラ

ム・教材開発マニュアルについては、プロジェクト開始後に労働人材省がデンマーク国際

開発事業団（Danish International Development Agency：DANIDA）の支援を得て習熟度別訓

練方式（Compelency Based Training：CBT）訓練導入を決定したことから、電気コースのパ

イロット訓練活動においても CBT に則ったカリキュラム・教材開発に沿う形で実施する

ことが望ましく、本領域についてプロジェクトが独自に介入を行うことは適切でないと判

断した。

成果２：電気分野のパイロット訓練コースが実施される。

成果２については、パイロット訓練コースが予定どおり実施されていることから、順調

に達成されつつあるものと判断される。ただし、当該パイロット訓練コースの最終評価が

未実施であり、CBT 制度に則った方法で近々実施される予定となっている。
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成果３： 労働人材省人材局及び KIEE の訓練コースにかかるモニタリング・評価体制が強

化される。

成果 3 については、前述のパイロット訓練コース実施において、プロジェクトで作成

した様式を利用して、訓練実施の時間数の実績や表面化してきた課題などを抽出すべ

く、KIEE が主体となって訓練実施のモニタリングを試行的に実施している。しかしなが

ら、モニタリング・評価のためのガイドラインは、作成の準備が進められている段階であ

る。また、モニタリングからのフィードバックのための仕組みとして、訓練促進委員会が

KIEE で設置されたが、まだ十分に機能しておらず、今後この委員会の機能強化が必要で

ある。

成果４：職業訓練校の指導員育成体制が強化される。

成果4についても、3名のマスタートレーナーが養成され、彼らによる指導員研修（Training 
of Trainers：TOT） も開始されていることから、順調に成果が達成されつつあると判断され

る。プロジェクトで作成した指導員養成方針は、現在、ほかの訓練科目に紹介され、汎用

性の検証を依頼しているところである。なお、プロジェクトでは指導員の能力向上につい

て、具体的な指標を用いて評価する予定である。

（2）プロジェクト目標の達成状況

「労働人材省及び KITT において、訓練マネジメント体制が強化され、KIEE が質の高い

電気分野の訓練を提供できる機関となる。」

先に述べてきたように、プロジェクトの中間時点として 4 つの成果の進捗が確認される

ことから、その結果として、プロジェクト目標の達成も十分可能性があるものと思料され

る。ただし、産業界の技術需要に基づく訓練の提供を実現することは、産業界側がまだ十

分に発達していない現状を考慮すると、産業界連携のための産業界側の連携体制と対応

能力が不十分であることが懸念される。労働人材省では、既に省として TVET 諮問委員会

（TVET Advisory Board ：TAB）、訓練校運営委員会（Institutional Management Board：IMB）
を設置しており、これらの組織の機能を有効に活用することも検討されている。

一方、プロジェクトから、就職支援促進と訓練生の企業実習受入れ先調整を主な目的と

して、特定の技術に関心をもつセクター別の官民合同委員会の設置を提案しており、効果

的な産業連携の構築が望まれる。

また、政策実現のための職業訓練強化方針に沿った形で、複数の訓練科目では、現在訓

練入学生数が増加しているため、実際 KIEE では指導員対訓練生の比が「1：20」となっ

ており、訓練基準局（Department of Occupational Skills Standard：DOS）が定める標準「1：
12」を上回っている。KIEE における訓練の質の保障の観点から、早急に是正処置が取ら

れることが期待される。

（3）上位目標の達成状況

「電気分野の VTI が産業界のニーズに沿った知識・技術を有する人材を輩出する。」

上位目標の達成を評価するには時期尚早ではあるが、プロジェクト目標が達成され、さ

らに他の訓練校に適切な指導員と訓練機材が配置されることにより、上位目標の達成も見
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込める

３－２　評価結果の要約

（1）妥当性：十分に高い。

本プロジェクトの妥当性は、事前評価で確認した状況から若年層の失業問題対策の優先

度の高さについての変化は見られないことから、高いと考えられる。2011 年 9 月開催予定

の第 11 回ラウンドテーブル会合に先立って作成された資料においても、失業者の 46.4％
が若年層であるとされており、若年層の失業問題は喫緊の課題である。よってプロジェク

ト目標と国家開発政策との整合性は高い。また、本プロジェクトでは、日本の工業開発、

そのなかでも比較優位性のある電気分野の発展経験を活用することが可能であり、日本に

よる支援の比較優位性も高いといえる。

（2）有効性：十分に高い。

プロジェクトの 4 つの成果がプロジェクト目標を達成するための有効性は、詳細計画策

定調査の際に評価されたとおり、十分に高いといえる。

成果 1 については、CBT 制度導入の下でその枠組みを支持しながら、KIEE でのパイロッ

ト訓練コース実施にて実践的な活動を計画実施する能力が向上することで、訓練の質的向

上に貢献している。

成果 4 については、KIEE 以外の電気科の指導員も含めてマスタートレーナーとして登

用する方針に修正されたが、これがプロジェクト目標の達成に影響を与えることはなく、

またブータン国の持つ人的リソースを効果的に活用する修正であり、適切である。

（3）効率性：やや高い。

プロジェクトの活動及び投入の効率性は全般に高いといえるが、ブータン国側の投入で

ある電気科の指導員の人数の不足が効率性に若干マイナスの影響を与えている。

KIEE の電気科では、指導員対訓練生の標準人数比として DOS が定めている「1：12」
を上回る「1：20」となっている。この結果、指導員らは通常の訓練業務に忙殺され、ガ

イドライン等の文書や実際の教材作成などプロジェクトの一環で行われる活動に効率的に

参加することができていない。このため、プロジェクトで実施する国内外での研修も、実

施時期や参加可能人数が限られている。

一方で、当初は関係する行政官及び指導員らの能力向上のための本邦研修が想定されて

いたところを、タイまたフィリピンといった第三国研修に変更することにより、プロジェ

クトの効率性が高められていることも確認された。

（4）インパクト：評価には時期尚早

現時点では、インパクトの評価には時期尚早である。しかしながら、プロジェクトで作

成するガイドライン等の訓練運営管理制度と、実施体制を示す文書やツールについては、

電気以外の訓練科でも応用可能であると思われ、正のインパクト発現が期待される。
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（5）持続性：評価には時期尚早

持続性については終了時評価の際に注意深く確認することが必要であるが、以下のよう

な懸案事項が確認された。

第一に、活動の効率性でも指摘した指導員の数的不足が解決されない場合、持続性の確

保に対して大きなリスク要因になると考えられる。十分な指導員を配置するための財政面

を含む組織制度的な持続性の確保に向けた検討が望まれる。

また、プロジェクト修了後に、その成果を KIEE から他の訓練校に展開するためには、

訓練機材の整備が必要となる。訓練の質的確保のためには訓練機材の充実の重要度は高く、

また労働人材省が導入している CBT の実践にとっても必要な要素である。

プロジェクトは労働人材省が導入を進めている CBT 制度の枠組みのなかで活動を展開

しており、CBT 制度を前提とした能力向上や仕組みづくりをめざしている。プロジェク

トの成果が持続的に活用されるためには、CBT の適切な運用が必要条件となる。

産業界との連携強化については、個々の指導員や訓練校の活動には限界があることは自

明であり、これについては労働人材省がイニシアティブをもって、例えばブータン国商工

会などを巻き込んだ産業界との関係を、構築していくことが必要となるであろう。

３－３　効果発現に貢献した要因

CBT 制度に沿った形でプロジェクトの活動を進める方向で調整を図ってきたことが、活動

を順調に進め、それに伴う成果の発現につながったと考えられる。

また、第三国リソースの活用、特にタイ国の教育訓練機関の活用が、実施プロセスの効率性

向上に貢献している。

指導員養成について、マスタートレーナー候補者として、すべての訓練校の指導員の登用の

可能性を考慮するよう方針を修正したことは、効果の発現に有効であった。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

電気科の指導員の人数が不足していることは、プロジェクト全般にわたって阻害要因となっ

ている。プロジェクト活動の裨益者となる指導員が不十分な場合、持続性にも負の影響を与え

かねない。

ブータン国の産業界はまだ発展途上であり、効果的な産業連携の関係構築のためには、産業

界側の更なる発展に加えて、産業団体などの組織能力の向上が切望されるとことである。

３－５　結論

全般としては、プロジェクトは労働人材省による職業・教育訓練（Vocational Education 
Training：VET）改革に沿って、ここまでおおむね計画どおりに進捗している。電気科のマス

タートレーナー及び他の指導員の能力向上、また必要な訓練機材の調達等準備を整えたうえ

で、KIEE でパイロット訓練コースを 2010 年 8 月から開始したことなど、幾つかの成果が発現

している。また今回の調査を通じて、指導員のみならず訓練生の訓練への前向きな姿勢も確認

された。

これらの状況から、JICA 専門家らの支援の下で労働人材省及び他のカウンターパート（C/P）
が、今後も産業界連携活動も含めてプロジェクト活動を精力的に推進することにより、プロジェ
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クト終了時にはプロジェクト目標が達成されることが見込まれる。

３－６　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

プロジェクト実施期間終了までにプロジェクト目標を達成するため、以下の活動が提言され

る。

（1）KIEE の電気科の訓練環境改善

KIEE 電気科で現在約 ｢1：20｣ である指導員対訓練生の人数比、またワークショップで

の訓練生 1 人当たりの面積といった KIEE 電気科の訓練環境は、決して望ましい状態には

なく、訓練の質に負の影響を与える懸念がある。DOS では標準適正人数比を ｢1：12｣ とし

ており、この標準に準拠することが求められる。

KIEE 電気科の訓練設備の面積は、現状の訓練生の人数が実習を行うには狭く、不十分

な状況である。訓練の質を保障するために、十分な実習スペースの確保が望まれる。

（2）最終目標（スーパーゴール）

中間レビューの結果、プロジェクトの最終目標（スーパーゴール）として「電気科訓練コー

スの経験を通じて、職業訓練の質を強化する」ことが加筆されたほか、プロジェクトサマ

リーの成果・指標等を修正した。プロジェクトでは今後、モニタリング・評価ガイドライ

ンの作成や CBT 実践のための FAQ 作成など、多岐にわたる活動を展開することで、これ

らの成果を電気科から他の学科に普及展開することを視野に入れている。

（3）官民連携（PPP）
プロジェクトでは、求人及び訓練ニーズにかかる情報の収集と訓練生の企業実習訓練の

受入れ先確保を主な目的として、セクター別委員会の設置を提案している。市場の需要に

基づく職業訓練の提供は、サービス自体の存続にも最重要な要素といえる。したがって、

この活動の更なる推進が提言される。

（4）職業訓練の社会的な認識 / 地位

ブータン国の現状では、一般的に職業訓練の社会的な認識や地位は低いと言わざるを得

ない。したがって、職業訓練に対する社会の認識を改善することが強く求められる。現在、

労働人材省と教育省が連携し、中等教育過程で職業訓練の要素を取り入れる活動が試みら

れている。このような社会の認識を変えていくため、活動のより一層の展開が提言される。

（5）労働人材省と訓練校の間のコミュニケーション

効率的な職業訓練サービスの実施のために不可欠である労働人材省と訓練校間の適切な

コミュニケーションは、改善がうかがえるものの、職員数の不足とブータン国の地形によ

る制約のために、まだ十分とはいえない。このコミュニケーションを向上させて、PDCA
サイクルに則って訓練の質を改善していくことが求められている。
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（6）ドナー間調整

成果の発現を最大限に高めるために、職業訓練分野へ支援を続けている DANIDA との

調整と協力を今後も継続させることが必要である。

（7）KIEE 電気科の機材管理担当職員確保

調査の時点では、KIEEの電気科の機材管理担当職員（Lab-technician）が欠員の状態であり、

プロジェクトにより供与された訓練機材の適切な維持管理のためにも、この職員の欠員補

充することが求められている。
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第１章　中間レビュー調査の内容

１－１　プロジェクトの背景

ブータン王国（以下、「ブータン国」と記す。）は、国土の 60 ～ 70％が山岳地であり、主要な

産業は農業と水力発電によるインドへの売電である。現在の人口はわずか 70 万人程であるが、

近年急速な人口増加が続いており、若年層（25 歳以下が総人口の 60％）の増加による雇用につ

いては社会問題化している。これまでブータン国では公的セクターが大きな雇用吸収先となって

きたが、政府が公的セクターの雇用抑制政策を打ち出したことから、今後は民間セクターでの雇

用の創出や市場ニーズを踏まえた産業人材の育成が急務となっている。しかし、若年層と産業界

の求める人材の間の知識・技術のギャップから、多くの企業は賃金の安いインド人など外国人労

働者を雇用しており、またブータンの若者も民間セクターの雇用条件の悪さ（労働環境、賃金等）

などから民間企業への就職を敬遠する傾向にある。

ブータン国政府は「第 9 次 5 カ年計画」（2002 年～ 2007 年）において、中期・後期中等教育

修了生を主な対象とした職業訓練の強化を重点課題とし、制度枠組の見直しや職業訓練機関の

能力向上をめざす取り組みを行ってきた。2003 年には職業訓練を管轄する機関として労働人材

省（Ministry of Labour and Human Resources：MoLHR）を新設し、その傘下に職業訓練校（Technical 
Training Institute：TTI）を 8 校新設するなど本格的な取り組みを開始した。さらに「第 10 次 5 カ

年計画」（2008 年～ 2013 年）においては、民間セクター振興策に加え、職業訓練校の量・質的改善、

民間セクターの雇用環境改善のための法整備等にも着手し始めている。また、外国人労働者とブー

タン人との置き替えの政策を打ち出し、この置き替えにかかる民間企業との覚書も現在約 150 件

交わされている。

しかし、新設間もない労働人材省及び各職業訓練校には、産業界のニーズを反映したカリキュ

ラムや教材を作成する能力が絶対的に不足しており、職業訓練校の指導員に対しても十分な再訓

練をするシステムが存在しないことから、職業訓練校の卒業生のレベルは依然として低く、企業

が積極的に雇用する状況にいたっていない。今後は、これまで以上に産業界のニーズに合致した

訓練を労働人材省及び各職業訓練校が提供することが強く求められており、ブータン国政府より

わが国に対し、職業訓練分野への協力が要請され、本プロジェクトが開始された。

本プロジェクトは、労働人材省をカウンターパート（C/P）機関として、2009 年 6 月から 2013
年 6 月までの 4 年間の予定で実施されており、現在、2 名の専門家（チーフアドバイザー / 業務調整、

電気）を派遣中である。

今般、プロジェクトの中間時点を迎えたことを踏まえ、中間レビュー調査を実施し、プロジェ

クトの進捗と今後の方向性について確認することとなった。

１－２　中間レビュー調査の目的

ブータン国労働人材省と合同で本プロジェクトの以下の点について分析し、合同評価報告書に

取りまとめ、合意することを目的として実施した。

（1）投入実績の確認

（2）各成果の達成度

（3）案件目標の達成見込み

（4）外部条件
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（5）計画の進捗状況

（6）実施プロセス（C/P とのコミュニケーション等）

（7）実績の 5 項目評価

（8）現在の課題

（9）活動の阻害要因と貢献要因

（10）計画修正の要否

１－３　調査日程

日付 調査内容 宿泊先

8 21 Sun
・出発（深夜）→現地到着

・長期専門家インタビュー
Thimphu

22 Mon
・労働人材省インタビュー

・DANIDA インタビュー

・JICA ブータン事務所打合せ

Thimphu

23 Tue

・労働人材省人材局表敬

・労働人材大臣表敬

・移動→クルタン

・クルタン電気工学校（KIEE）視察

Punakha

24 Wed
・KIEE でのインタビュー （校長、教員、長期専門家）

・発電所（KIEE 卒業生の就職先）見学 
Punakha

25 Thu ・移動→ブンタン Bumthang

26 Fri
・チュメイ土木工学校見学・インタビュー

・移動→ティンプー
Thimphu

27 Sat ・資料整理 Thimphu

28 Sun ・資料整理 Thimphu

29 Mon

インタビュー（一部 2 グループにて対応）

・ブータン商工会議所

・Bhutan Power Corperation （BPC）
・Druk Green Power Corporation （DGPC）
・教育省 /BPC 関連工場

Thimphu

30 Tue ・労働人材省との協議 Thimphu

31 Wed
・ミニッツ署名

・JICA ブータン事務所報告
Thimphu

9 1 Thu 帰国

2 Fri 本邦到着
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１－４　調査団構成

担当業務 氏　名 所　　属

総括 中原　伸一郎 JICA 国際協力専門員

職業訓練 小坂　佳正 雇用・能力開発機構

協力企画 西村　愛志 JICA 人間開発部社会保障課

評価分析 永井　清志 株式会社コーエイ総合研究所

１－５　調査の流れ

1）�現行の PDM 及び PO に基づいて評価グリッドを作成する。

2）�中間レビューの目的、調査実施方法についてブータン側関係者に説明する。

3） プロジェクト開始から調査時点までの日本・ブータン国側双方の投入実績と成果について

取りまとめる。

4）�評価グリッドに基づき、既存資料のレビュー、関係者への聞き取り調査、意見交換、職業

訓練実施現場視察を行い、計画の達成状況を確認する。

5）�評価グリッドに基づいて評価 5 項目について関係者と協議する。

6）�残り期間の活動方針及びプロジェクト終了後のブータン側による活動の継続方針について

関係者と協議する。

7）�上記 3）～ 6）の結果を踏まえ PDM 及び PO の修正案を作成し、ブータン側関係者と合意する。

8）�上記 3）～ 7）の結果をミニッツに取りまとめ、合意する。
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第２章　評価の方法

２－１　評価の手順

中間評価は、JICA 作成 ｢ 新　JICA 事業評価ガイドライン【実践編】第１版 ｣ に基づいて、以

下の手順で行った。

（1）評価目的の確認

本中間レビュー調査は、プロジェクトの中間地点において、プロジェクトが順調に効果発

現に向けて実施されているかどうかを検証し、結果はプロジェクト内容の改善のために活用

されるべく実施するものであることを確認した。

（2）評価対象プロジェクトの情報整理

事前評価報告書及び専門家の報告書などを精査し、本プロジェクトの概要を把握した。さ

らに、調査団員及び関係者で勉強会の場をもち、現状についての情報も共有した。

（3）評価のデザイン

JICA では、プロジェクトの評価における価値判断の基準として、評価 5 項目を採用して

いる。評価 5 項目とは 1991 年に経済協力開発機構（OECD）の開発援助委員会（DAC）で提

唱された開発援助事業の評価基準であり、以下の 5 つの項目から成る。

1）妥当性（relevance）
プロジェクトのめざしている効果がブータン国のニーズに合致しているか、問題や課題

の解決策として適切か、ブータン国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの

戦略・アプローチは妥当かなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。

2）有効性（effectiveness）
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているの

か（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。

3）効率性（efficiency）
主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（あ

るいはされるか）を問う視点。

4）インパクト（impact）
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。

5）持続性（sustainability）
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見

込みはあるか）を問う視点。
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本調査では、達成度、実施プロセス、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の項目ごとに、評価設問を組み込んだ評価グリッドを作成し、それを用いて評価を

行った。評価グリッドは、2009 年 3 月署名の R/D に添付された PDM に対応して作成された。

（4）データ収集・分析方法

評価グリッドに基づいて、関連文献など資料収集及び関係者から聞き取り情報収集を行っ

た。またパイロット訓練コースを実施している KIEE、またその比較対象としてチュメー土

木工学校（CICE）の視察も行った。これらの収集情報を総合的に整理分析し、評価結果を

取りまとめ、合同調整委員会（JCC）を開催して C/P 等の関係者と共有のうえ、合意を得た。

（5）評価結果の報告

上記を中間レビュー調査報告書に取りまとめた。

２－２　評価設問と必要なデータ・評価指標

調査項目は、設問項目、質問として評価グリッドにまとめた。情報収集の方法は、各種報告書

などの文献調査とプロジェクトの関係者に対する聞き取り調査で行った。訪問先については、第

1 章を参照されたい。これを取りまとめて、実績の検証、プロセスの検証、5 項目評価としてま

とめた。
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第３章　プロジェクトの実績と実施プロセス

３－１　投入実績

３－１－１　日本側

日本側の投入は、おおむね計画どおりである。主な投入実績を以下に示す。

（1）専門家派遣

担当業務
派遣実績

（累積人 / 月）

1
チーフアドバイザー

（業務実施契約簡易型）
26.03

2 電気（短期専門家） 11.27

3 電気（長期専門家） 3.33

合　　計 40.63

（2）カウンターパート研修

本邦研修が 3 件、また第三国研修が 4 件、これまでに実施されている。詳しくは、付

属資料 1．Annex 3-2 を参照。

（3）供与機材

KIEE で実施する電気科のパイロット訓練コースに必要な訓練機材が調達されている。

供与総額の実績は、現地通貨で Nu.18,403,160 となっている。

（4）ローカルコスト負担

プロジェクト実施にかかる日本側の年度別費用負担額は下表のとおりである。

会計年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 （8 月迄） 合計

現地通貨建て（Nu.） 4,115,657 4,920,497 817,180 9,853,334

米ドル建て（USD） 2,041.27 33,676 8,779.68 44,496.95

３－１－２　ブータン側

ブータン側の主な投入実績は、以下のとおりである。

（1）カウンターパート

労働移住省職員、職業訓練校教員

（2）専門家執務室

JICA 専門家の執務室を、労働人材省（MoLHR）とクルタン電気工学校（KIEE）にそれ

ぞれ 1 室ずつ用意し、業務費、必要となる事務家具を配置した。
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３－２　成果（アウトプット）の達成度

計画されている４つの成果にかかる活動は、ブータン国の CBT 制度導入に伴う見直しと修正

が加えられたものが部分的にあるものの、おおむね順調に実施されている。（詳細は、付属資料 1.参
照）特に成果２と成果４については、成果が一部発現していることが確認された。以下、成果ご

とにその達成状況を述べる。

成果１：労働人材省訓練基準局・人材局及び KIEE の訓練計画策定・実施体制が確立・強化され

る。

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。

成果 1 の指標 達成状況

1-1　カリキュラムと教材作成のマニュアルと工

程が開発・改定される

プロジェクト開始後に DANIDA によって CBT 手

法が取り入れられたため、カリキュラム・教材作

成マニュアルを電気コース独自で開発すること

は適当とはいえず、マニュアルは開発されていな

い。

1-2　訓練機材が調達され、カリキュラムにおけ

る実習時間が増加する

パイロット訓練コースに必要な訓練機材が調達

された。指導員及び訓練生に対する聞き取りから

は、実習時間が機材調達後、増加したことが確認

された。

1-3　訓練機材管理計画が策定され、訓練機材が

適切に管理される

KIEE の機材管理マニュアルが作成予定である。

機材データベースの作成作業が、KIEE で現在進

められている。

プロジェクトの詳細計画策定の後に、労働人材省が CBT 制度導入を公式に決定した。この結果、

電気コースのパイロット訓練活動のカリキュラム・教材開発マニュアルについても、CBT に則っ

たカリキュラム・教材開発に沿う形で実施することが望ましく、これをプロジェクト独自に行う

ことは相応しくないと判断されている。この状況から、成果１を達成するための活動について、

プロジェクト開始後の情報収集に基づいて、軌道修正が加えられている。すなわち、大枠である

カリキュラムと教材作成は、それを主に所管する訓練基準局（DOS）と人材局（DHR）の通常業

務に委ね、プロジェクト活動としては技術的な観点から、パイロット訓練を実施するために必要

とされる現実的なカリキュラムの内容を提案する方向で、活動を進めている。

プロジェクトでは、電気科の NC-2 レベルのパイロット訓練コースにおいて、電気基礎モジュー

ルを追加することを提案し、カリキュラム開発支援作業を行った。また、そのカリキュラムに基

づき、訓練に必要となる機材の仕様検討から発注手続きを行うなど、2010 年 6 月にプロジェク

トを開始して 1 年強の準備期間の後、2010 年 8 月から 2011 年 6 月までの期間で計画され、おお

むね計画どおりに実施された。このことから、計画策定・実施体制の確立が着実に進められてい

ることがうかがわれ、２年間経過時点としては、十分な成果の達成が確認された。

なお、指標に示されている機材維持管理体制の確立については、機材データベースの作成中で

あり、今後その運用を含むガイドラインを作成し、体制整備を進めていくことが肝要である。こ
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の体制として、以前 KIEE では電気科にパイロット活動の一環で供与された機材維持管理のため

の職員（Lab-Technician）を採用したが、現在欠員状態になっているため、補充の手続きを進めて

いるところである。

成果２：電気分野のパイロット訓練コースが実施される。

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。

成果 2 の指標 達成状況

2-1　訓練計画に基づいた訓練計画の実施実績 KIEE 電気科の NC レベルのパイロット訓練コー

スが計画に沿って 2010 年 8 月から 2011 年 6 月ま

で実施された。

2-2　訓練生の修了試験の結果 CBT 制度の下での訓練修了評価はパイロット訓

練コースに対して未実施である。

KIEE 電気科 NC-2 1 のパイロット訓練コースが 2010 年 8 月から 2011 年 6 月にかけて実施された。

66 名の訓練生が訓練を終了している。すべてのものが、次の段階の NC-3 2 レベルのパイロット

訓練コースを開始する予定である。また、新年度の NC-2 レベルの訓練生も 60 名強入学している。

なお、CBT 制度では、コース終了後に正規の評価を受け、コースを修了するという仕組みになっ

ており、終了した NC-2 レベルのパイロット訓練コースの最終評価についてはまだ実施されてい

ないため、早い段階での評価実施が望まれる。

成果３：労働人材省人材局及び KIEE の訓練コースにかかるモニタリング・評価体制が強化され

る。

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。

成果 3 の指標 達成状況

3-1　モニタリング・評価マニュアルの策定 モニタリング・評価ガイドラインは、現在作成中

である。

3-2　モニタリング・評価マニュアルに沿った実

施

パイロット訓練コースのモニタリングは、作成さ

れた様式で、訓練時間実績や直面した課題を記録

している。

3-3　モニタリング・評価結果より確認された問

題に対し講じられた対応策

モニタリング結果を訓練改善のためにフィード

バックする仕組みはまだない。

成果２に示されているパイロット訓練コースの実施において、プロジェクトで作成した様式を

用いて、訓練時間数の実績や表面化してきた課題などを抽出すべく、KIEE が主体となって訓練

モニタリングを試行的に実施している。特に CBT 制度では、訓練生全員が実習を行うことが必

1
　NC-2:National Certificate Level 2. クラフトマンレベルを示す資格レベル。

2
　NC-3:National Certificate Level 3. マスタークラフトマンを示す資格レベル。
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須であるため、訓練実績の記録は重要である。また訓練生各々のコンピテンスの達成状況をワー

クショップに貼り出して示す方法も、フィリピンでの CBT 視察訪問で学んできており、導入を

検討中である。

モニタリング・評価制度を標準化するための文書としては、ガイドラインの作成準備が進めら

れている段階である。1 年間のパイロット活動での試行的運用の結果を踏まえて、指導員による

記録が、現実的に可能な内容に改善を検討している段階である。

また、訓練の質を向上させるためには、モニタリングからフィードバックするための仕組み

が必要であるが、これについては訓練促進委員会が KIEE で設置されたものの、まだ十分に機

能しておらず、今後この委員会の強化が必要である。加えて、人的資源局（Department of Human 
Resource：DHR） のモニタリングへの更なる関与を強化するための記録と報告の仕組みづくりに

ついても、検討する必要がある。

成果４：職業訓練校の指導員育成体制が強化される。

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。

成果 4 の指標 達成状況

4-1　マスタートレーナーが指導員研訓練プログ

ラムの開発・実施能力を習得する

専門分野の異なる 3 名のマスタートレーナーが育

成され、TOT を実施している。

4-2　マスタートレーナーの専門分野の知識と技

術が向上する

JICA短期専門家による 3名のマスタートレーナー

の能力の事前事後対比の評価では、向上が認めら

れる。

4-3　その他の指導員の専門分野の知識と技術が

向上する

TOT の参加者が事前事後対比による成果の自己

評価では、向上が認められる。

4-4　マスタートレーナーが実施する訓練の回数 4 回の TOT が、マスタートレーナーによってこ

れまでに実施された。

4-5　指導員訓練参加者の訓練に対する満足度 満足度は、5 段階評価の平均で、「訓練デザイン

と内容」で 4.6、「研修方法と教材」で 4.2 となっ

ている。

本プロジェクトの目標である「訓練の質的向上」のためには、指導員の能力向上は必須であり、

現在 3 名のマスタートレーナーそれぞれが得意とする異なる分野（PLC、工業配線、変圧器管理）

で養成されている。これについては、当初は KIEE の指導員をマスタートレーナーとして養成す

ることが想定されていたものの、人員的また時間的などさまざまな制約の下で効率的に指導員養

成を実施すべく、既にある程度の能力を有する指導員を有効に活用することが適切と判断された

ため、クルタン電気工学校（KIEE）、ランジュン電気工学校（RIEE）、チューメー土木工学校（CICE）
それぞれから 1 名のマスタートレーナーを養成することになった。現時点では、マスタートレー

ナーと呼ぶにはまだ習得すべき技術や知識が多くあるものの、他の若手指導員らに指導員研修

（Training of Trainers：TOT）を実施することが可能な段階まで育成されつつあり、実際に、これ

まで 4 回の TOT が実施されている。このことから、順調に成果が達成されつつあると判断する。

ただし、指導員の能力向上評価については、TOT の事前、事後比較による自己評価での向上
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が認められるが、指導員の能力基準に則した指導員資格が未整備であることもあり、労働人材省

として公式に能力レベルを判断する基準がないのが現状である。

前述のプロジェクトでパイロット的に実施している指導員養成方針は文書としてまとめられて

おり、既に KIEE 以外の TTI に対して他の学科での汎用性の検証を依頼している。今後、他の学

科へのインパクトが期待される。

３－３　プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標の達成見込み：労働人材省及び KIEE において、訓練マネジメント体制が強化

され、KIEE が質の高い電気分野の訓練を提供できる機関となる。

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。

プロジェクト目標の指標 達成状況

1．開発・改定されたカリキュラムと教材作成の

マニュアル・工程が労働人材省に承認される。

カリキュラム及び教材のレビュー方法を含む訓練

管理ガイドラインを作成中であり、これが労働人

材省に今後承認される予定である。

2．クルタン校の電気コースに対する産業界の満

足度が向上する。

産業界の KIEE に対する満足度は、パイロット訓

練コースの卒業生がまだ就職をしていないため、

評価には時期尚早である。

3．訓練修了生の XX％が、KIEE の電気コースに

満足する *。
* プロジェクト開始４カ月をめどに実施予定の、

訓練ニーズ調査を踏まえ設定し、合同調整委員会

にて合意する。

パイロット訓練コースは NC-2 レベルが終了した 
た段階であり、訓練生の満足度調査はまだ実施 施
されていない。

4．研修を受けた労働人材省職員数。 職業訓練マネジメント分野の研修実績は、本邦研

修 5 名、第三国研修（フィリピン） 15 名。

先に述べてきたように、プロジェクトの中間時点として妥当な 4 つの成果の進捗が見られるこ

とから、その結果としてプロジェクト目標の達成が見込まれる。

前述したとおり、カリキュラム及び教材の開発マニュアルについては、プロジェクトでは作成

することはなくなったが、CBT 制度整備の過程で電気科のカリキュラムと教材も作成されてき

ており、プロジェクト目標達成にあたっての障害になることはないと判断される。現場での訓練

の質的保障に資するべく、作成中の訓練管理ガイドラインについては、労働人材省の制度の枠組

みのなかで持続的に活用されるよう、公式な承認に向けた働きかけが予定されている。

ただし、産業界の需要に基づく訓練の提供を実現することは、産業界側がまだ十分に発達して

いない現状を考慮すると、産業界連携のための産業界側の連携体制と対応能力が脆弱であること

が懸念されるため、容易ではないことが予想される。労働人材省では、既に省として職業訓練諮

問会議（TAB）を、また各訓練校に訓練校運営委員会（Institutional Management Board：IMB）を

設置しつつある。訓練カリキュラム作成のために必要な職能基準（Occupational Skills Standard：
OSS）を検討することを主な目的として、技術諮問委員会（Technical Advisory Committee：TAC ）
も学科別に設置されている。産業界連携の促進に際しては、これらの組織の機能を有効に活用す

ることも検討されている。またプロジェクトからは、就職支援促進と訓練生の企業実習受入れ先
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調整を主な目的として、特定の技術に関心を持つセクター別の委員会の設置を提案している。例

えば、工場での電気設備管理技術者の需要がある製造業分野に委員会の設置が現在検討されてい

る。

また、海外のコンサルティング企業に委託実施した調査（Accelerating Bhutan’s Socio-economic 
Development：ABSD）で提言されている職業訓練強化方針に沿った形で、複数の学科では、現在

入学生数が増加しており、KIEE では NC-2 と NC-3 合せて 120 名を超える訓練生が電気科に在籍

し、これを 6 名の指導員が指導している。この状況は、訓練の質的保障の観点からは、指導員対

訓練生の比が DOS の定める標準「1：12」を上回っているため、懸念の声が聞かれる。訓練の質

を確保するための管理システムとして、DOS が管理する訓練校の登録と、その訓練校で実施さ

れる訓練コースの認証基準の一環である品質管理システム（Quality Management System：QMS）が、

人材局により開発される予定であるが、まだ導入には至っていない。

また、指標として設定されている産業界側の訓練校に対する満足度と訓練卒業生の満足度は、

パイロット訓練コースがまだ 1 年次であるため、評価できる段階にはない。

なお、職業訓練の行政及び運営能力強化のための研修も実施されており、その実績は下表に示

すとおりである。

研修テーマ 期間 参加者数 実施国

職業訓練行政 2009 年 10 月 2 名（労働人材省） 日本

職業訓練管理 2009 年 10 月
2 名（労働人材省）

1 名（KIEE）
日本

フィリピンにおける CBT 制度視察訪問 2011 年 6 月
7 名（労働人材省）

3 名（TTI）
フィリピン

３－４　実施プロセスにおける特記事項

各成果を達成するための活動は、ここまでに述べたとおり、若干の修正などもあるが、おおむ

ね順調に進められており、活動の観点から実施プロセスに関する特記事項はない。

プロジェクトの詳細計画策定後にブータン国が CBT 制度導入を決定したことに対しては、活

動実施のプロセスでの丁寧な調整が必要であることが想像されるが、JICA 専門家が CBT 制度の

枠組みを生かす方向でプロジェクト活動についても柔軟な対応を行っており、持続性確保のため

にも職業訓練の全体の仕組みがしっかり構築されることが必要なことから、むしろ効率的なプロ

セスになっていることが観察された。デンマーク国際開発事業団（DANIDA）による支援は、主

にこの CBT 制度導入のための投入を財政支援しており、その枠組みの下でパイロット活動を実

施することで補完関係が構築されていることも、確認できた。

一方で、労働人材省の人事異動によって、人材局課長やクルタン電気工学校長といった直接の

カウンターパートが交代しており、ここまで大きな問題にはなっていないものの、このような人

事は実施プロセスに大きな影響を与える場合もあるため、労働人材省にはプロジェクトを考慮し

た人事を期待したい。
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第 4 章　評価結果

４－１　評価５項目の評価結果

４－１－１　妥当性

以下の観点から、プロジェクト目標及び成果の設定についての妥当性は十分に高いといえる。

2011 年 9 月開催予定の第 11 回ラウンドテーブル会議のために準備、公開されている報告書

によれば、失業者の 46.4％が若年層であるとされており、若年層の失業問題は喫緊の課題であ

る。よってプロジェクト目標と国家開発政策との整合性は非常に高い。

ブータン国政府は、「第 10 次 5 カ年計画」（2008 ～ 2013）の実施プロセスを加速させるために、

国際的なコンサルティング企業に調査を委託実施した。その調査から導かれた提言には、2013
年までに 7 万 5,000 人の雇用を創出するために、職業訓練機関の受入れ能力を 6,000 人まで増

加させることが人材育成分野の優先課題として挙げられている。

日本の工業開発による発展の経験を生かすことが可能でもある。現在 DANIDA が実施して

いる職業訓練セクター開発支援との補完関係を形成することにより、相乗効果も期待できる。

４－１－２　有効性

以下の観点から、プロジェクトの成果がプロジェクト目標を達成するための有効性は、詳細

計画策定調査の際に評価されたとおり、十分に高いといえる。

電気科のパイロット訓練コースを実施する KIEE とそれを管轄する労働人材省の訓練計画実

施能力向上（成果１）、プロジェクト期間におけるパイロット訓練コースの計画実施の実践（成

果２）、訓練のモニタリング・評価能力向上（成果３）、指導員育成体制構築（成果４）を達成

することにより、KIEE が質の高い電気科の訓練の計画実施機関となるために有効である。

成果１の訓練計画能力については、CBT 制度導入の下で職能標準、カリキュラム（CBC）、
教材の整備が進められており、プロジェクトはその枠組みを踏まえつつ、KIEE でのパイロッ

ト訓練コース実施を通じてカウンターパートが実践的な訓練サービスを提供するための能力を

向上することで、訓練の質的向上に貢献している。

成果４の指導員育成体制の構築については、当初は KIEE の電気科の指導員がマスタートレー

ナーとなることが想定されていたものの、限られたプロジェクト実施期間でマスタートレー

ナーを迅速に養成しなくてはならないため、他の TTI の指導員を登用する方針に修正された。

この修正は、プロジェクト目標の達成にネガティブな影響を与えることはない。むしろ、ブー

タン国のもつ人的リソースを効果的に活用する修正であり、適切なものであると思料する。

４－１－３　効率性

プロジェクトの活動及び投入の効率性は全般に高いといえるが、ブータン国側の投入である

電気科の指導員数の不足が効率性にマイナスの影響を与えている。以下、効率性の観点から特

記すべき点を記す。

指導員対訓練生の人数比については、訓練基準局（DOS）にて、「1：12」を標準とすること

が定められている。しかしながら、KIEE の電気科においては、「1：20」となっており、標準

を上回っている状況である。結果として、指導員らは通常の訓練業務に忙殺され、ガイドライ

ンなどの文書や実際の教材作成など業務改善にかかる活動に十分参加することができていな
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い。また、プロジェクトで実施する国内外での研修に関しても、前述の理由から実施時期や参

加可能人数が限られてしまう状況にある。さらに、プロジェクトによる海外研修に加えて、労

働人材省による指導員の海外研修や留学も並行して行われており、実情は更に困難な状況と

いえる。例えば、中間レビューのために KIEE を調査団が訪問した際には、実態としては「1：
30」という比になっていた。

ブータン国内の産業界の現状もプロジェクト活動の効率性に影響を与える要素となってい

る。国全体として民間セクターの産業開発が遅れている感が否めない。特に KIEE の近隣には

主だった産業がほとんど存在せず、産業界との連携強化を効率的に行うことが非常に困難であ

る。

一方で、当初は関係する行政官及び指導員らの能力向上のための本邦研修が想定されていた

ところを、タイ、フィリピンといった第三国研修に変更することにより、効率性が高められて

いることが確認された。特にタイ国の教育訓練機関を活用した第三国研修と第三国専門家によ

る研修は、物理的な距離、労働市場の類似性、また渡航費用といった複数の点からプロジェク

トの効率性向上に貢献している。

４－１－４　インパクト

プロジェクトの介入によるインパクトは、正のインパクトと負のインパクトともにまだ見ら

れず、現段階での評価は時期尚早である。

ただし、プロジェクトで作成するガイドラインなどの訓練運営管理のプロセス制度と実施体

制を示す文書やツールについては、電気以外の訓練科でも応用可能であると思われ、正のイン

パクトの発現が期待されるところである。モニタリング・評価ガイドライン、機材管理ガイド

ライン、指導員育成制度方針、といったところがこれにあたる。モニタリング・評価ガイドラ

インについては、既に他の TTI に対して紹介されており、訓練の品質管理システム（QMS）の

一環としてその活用の検討が始まっている。

４－１－５　持続性

プロジェクト終了後の持続性については、残されたプロジェクト期間での成果達成に大きく

依存するものであり現時点での評価は時期尚早であるが、現状を観察したところでは以下のよ

うな課題が確認された。

第一に、活動の効率性でも指摘した指導員の数的不足が解決されない場合、持続性の確保に

対して大きなリスク要因になると考えられる。十分な指導員を配置するための財政面を含む組

織制度の構築が望まれる。指導員不足は、パイロット訓練コースとして選定され、また全学科

のなかで相対的に人気も高い電気科で顕著となっている。また、プロジェクト活動に参加した

指導員や管理職者らが、プロジェクト終了後にも継続して関連する職に在職することも、持続

性確保の条件となる。

また、プロジェクト終了後に、その成果を KIEE から他の TTI に展開するためには、それら

の訓練校で訓練機材の整備が必須となる。訓練の質的確保のためには、訓練機材の充実の重要

度は高く、また労働人材省が導入している CBT 制度の実践にとっても必須である。これも組

織の制度的課題である。

労働人材省が導入を進めている CBT 制度であるが、プロジェクトはその枠組みのなかで活
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動を展開しており、CBT 制度を前提とした能力向上や、制度構築をめざしている。プロジェ

クトの成果が持続的に活用されるためには、CBT の持続的な運用が条件となるものの、ブー

タン国の社会的背景、産業構造に起因する課題が、今後の運用にネガティブな影響を及ぼす可

能性が十分にあり、それらを踏まえたうえで現実的な CBT の制度を構築していくことが求め

られる。

産業界との連携強化については、個々の指導員や訓練校の活動には限界があることは自明で

あり、これについては労働人材省が組織的なイニシアティブをもって、例えば、ブータン国商

工会などを巻き込んだ産業界との連携を構築していくことが必要となる。

４－２　結論

全般としては、プロジェクトは労働人材省による職業教育訓練（VET）改革に沿って、これま

でおおむね計画どおりに進捗している。電気科のマスタートレーナー及び他の指導員の能力向

上、また必要な訓練機材の調達等の準備を整えたうえで KIEE でパイロット訓練コースを 2010
年 8 月から開始したことなど、幾つかの成果発現が確認されている。また、訓練校の視察におい

ても、訓練現場における指導員及び訓練生の訓練に対する前向きな姿勢が確認された。

これらの状況から、JICA 専門家らの支援の下で、労働人材省及び他のカウンターパートが今

後も産業界連携活動も含めてプロジェクト活動を精力的に推進することにより、プロジェクト終

了時にはプロジェクト目標が達成されることが見込まれる。
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第５章　プロジェクト計画の修正

本調査において、詳細計画策定調査時点から状況が変化していることが明らかになった。今回

の調査結果を踏まえ、PDM の修正を行い、ミニッツ署名に引き続いて行われた合同調整委員会

（JCC）において改訂された PDM が正式に承認された。

主な修正点は以下のとおり（詳細は付属資料 2.「PDM 比較表」を参照）。

５－１　間接裨益者

（1）変更内容

Ver. 0：Department of Occupational Standard （DOS）, students, industries
Ver. 1： Department of Occupational Standard （DOS）, other TTIs （Except Electrical）, students, 

industries

（2）変更理由

本プロジェクトは、クルタン電気工学校（KIEE）の電気コースをモデルとしつつ、中期

的に電気コース全体の質的向上、将来的にはブータン国における職業訓練システム全体の質

的強化をめざすものである。将来的に職業訓練システム全体に裨益するプロジェクトである

ことを明確にするために、電気科以外の学生を間接裨益者とした。

５－２　プロジェクト目標

（1）変更内容

Ver. 0： Management System of VET at MoLHR and KVTI is strengthened and KVTI becomes an 
institution which can offer quality training on electrical. 

Ver. 1：� Electrical course of KIEE produces human resources who have necessary knowledge and skills 
based on industrial needs, and know-how which can be applied in the other TTIs is accumulated

（1）変更理由

本プロジェクトは KIEE をモデル校としつつ、同校に蓄積されたノウハウを他 TTI の電気

コースに普及することをめざすものである。KIEE での取り組みは、他 TTI でも応用可能な

ノウハウを蓄積することが目標であることを明確にするため、上記のような記述の変更を

行った。

５－３　成果１

（1）変更内容

Ver. 0：�Planning and implementation system of DOS and DHR and KVTI is established and strengthened
Ver. 1：�Planning, implementation, monitoring and evaluation system of DHR to deliver effective training 

is strengthened. 



－ 16 －

５－４　備考

（1）変更内容：“Remarks”として以下の文章を追記した。

“The super goal of the project is to strengthen quality of Vocational Education and Training Delivery 
through experience in electrical courses”

（2）変更理由

上述のとおり、本プロジェクトは最終的にブータン国職業訓練システム全体の改善に資す

ることを目的としたものであり、この点を更に明確にすべく、スーパーゴールとして前記説

明を追記した。
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第６章　提　言

プロジェクト目標を達成すべく、プロジェクト実施期間の後半 2 年間の活動をより効果的に実

施するために、中間レビューより以下の提言がなされた。

６－１　訓練環境の改善

今次調査では、KIEE 電気科の訓練環境、すなわち指導員 / 訓練生の割合、訓練生 1 人当りの

訓練スペースといった領域において、改善が必要であることを確認した。具体的には、前者につ

いては、訓練基準局（DOS）の規定上では「1：12」とされているが、KIEE の電気科では「1：
20」という割合になっていること、また後者については、限られた狭いスペースに訓練生が実習

している状況で、適切な実習が行えないことが問題として指摘されている。これら課題に対し、

例えば、前者においては、労働市場、すなわち民間企業などから技術者をパートタイムで傭上し、

訓練校で指導員として働いてもらうなどの措置が考えられる。また、後者については、折り畳み

の椅子や机を配置して、理論と実習、どちらにも対応できるようにするなどの工夫が求められて

いる。

６－２　スーパーゴールの設定

本プロジェクトにおける当初の PDM では、上位目標及びプロジェクト目標双方において、

「電気（分野）」という縛りがかかっていた。これは、実施協議の際に、他ドナー、正確には、

DANIDA による労働人材省への介入領域が明らかになっていなかったこともあり、プロジェク

トでは支援の領域を明らかにすることで、ブータン政府のみならず、DANIDA に対しても明確

な意思表示ができると考えたことによるものと推測される。しかしながら、本プロジェクトのス

コープ自体は、もともと 1 つの支援分野を越えた領域における「制度化」をめざすことを想定し

たフレームワークを形成していること、またプロジェクト開始直後から、専門家によって、職業

訓練システムそのものの改善に取り組んできた実績もあることから、今回、この取り組みを明文

化する意味でも、上位目標の上に位置する「スーパーゴール」を設定し、引き続き電気分野を超

越した「訓練システムの制度化」にプロジェクトとして積極的に関わっていくこととした。

６－３　官民連携の強化

予備調査の際にも指摘されていたが、今次調査においても、産業立地と訓練校（立地）の関連

性が薄いことが改めて確認された。ただし、ブータンにおいては、民間企業がビジネスを開始し

たのが比較的近年であることを鑑みるに、他国の官民連携の教訓や経験がそのまま適用できる可

能性は限りなく低いといえる。したがって、官民双方に連携に関する意識や経験はいまだ低いこ

とから、多少時間を要しても、まずは JICA 側で具体的な取り組みを仕掛け、その重要性につい

て、ある程度認識が高まった時点で、徐々にカウンターパートにノウハウを技術移転していく方

法が求められる。これまで、ブータンでは、国家レベルでは TVET 諮問委員会（TVET Advisory 
Board：TAB）、地域レベルでは訓練校運営委員会（IMB） の設置などの取り組みが行われてきたが、

こうした政府によるイニシアティブも歴史的にはまだ始まったばかりで、発展・熟成されるには

至っていない。本プロジェクトでは、国家レベルにおけるセクター別委員会の設置を計画してお

り、このなかで、例えば雇用情報の整理と共有、訓練ニーズの確認、そして企業内実習受入れ企
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業の開拓などの活動を想定している。この方法論として、例えばブータン商工会議所に登録して

いる各分野の協会を窓口にするなどが考えられる。いずれにしても、こうした官民連携への取り

組みは、公的な職業訓練技術教育（TVET）サービスを持続可能なものにするために不可欠な要

素であることから、国家レベルのみならず、地域レベルにおいても積極的に官民連携の取り組み

を進めていく必要がある。

６－４　職業教育訓練（VET）の社会的地位の向上

今回の聞き取り調査においても、何人かの関係者から発言があったが、職業教育訓練（VET）
はアカデミック・ラインから落ちた若者にとって「最終選択肢」となっていることが確認され

た。実際、車両での移動中に幾度となく工事現場を見る機会があったが、やはり基本的にそうし

た 3K 的な仕事は外国人労働者（主にインド人）が担っていることがうかがえた。こうした状況

は他国でも散見されるが、社会全体として TVET の地位が相対的に低いことが、主たる要因とし

て指摘できる。こうした問題に対する具体的な方策としては、例えば、教育省と共同で行ってい

る「職業クラブ」の取り組みや、（訓練修了生の）サクセス・ストーリーによる広報強化、最低

賃金の設定等の取り組みを通じて、TVET の社会的な認識を変えていく努力をより一層行ってい

く必要がある。

６－５　労働人材省と職業訓練校のコミュニケーション強化

本中間調査では、幾つか地方の訓練を訪問する機会を得た。ブータンでは、社会的な格差是正

の意味もあり、訓練校のロケーションは、地方に分散している状況である。具体的には、電機関

連の訓練コースを持つ訓練校（4 校）でいえば、首都ティンプーから最も近い KIEE で 2 時間強、

次に遠いセシュン電気工学校やチュメー土木工学校で 8 時間程度、そして最も遠いランジュン電

気工学校が 3 日間の道のり（※いずれも陸上移動）である。このアクセスの困難さが、おそらく

他国における（制度化を目的とした）類似案件と最も大きな違いであると思われる。そして、こ

のアクセスの困難さ（＝旅費支給等を踏まえると高コスト）が、労働人材省と各訓練校のコミュ

ニケーション不足につながっているものと推察される。今後は、頻繁ではないにせよ、定期的に

労働人材省の職員が訓練校を訪問し、現場で訓練モニタリングを行う、あるいは訓練校の校長や

学科長などを招へいして、意見交換や課題について協議を行うなどの方策を検討し、労働人材省

と訓練校のコミュニケーションを強化していく必要がある。

６－６　他ドナーとの連携・協力

ブータンの TVET 分野には、JICA とほぼ時を同じくして、デンマーク国際開発事業団（DANIDA）

が介入を行っている。DANIDA の支援は主に、「職能標準化」という制度構築（＝上位レベルへ

の支援）であるが、こうした介入は、当該プロジェクトの成果にも少なくないインパクトを与え

ることから、情報共有・交換など、これまで以上に積極的にドナー協調を図り、援助効果を高め

ていく必要がある。

６－７　クルタン電気工学校電気科における機材管理者の任命

本件プロジェクトでは、JICA から相当額の訓練機材を KIEE に供与しているが、これら機材の

適切な保守管理は、プロジェクトの持続性といった観点からも不可欠な要素といえる。しかし
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ながら、現状、KIEE の電気科には、これら機材を管理する人材の配置がなされていない（欠員）

ことから、早急に本管理者の配置を行う必要がある。
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第７章　教 訓

本案件の協力アプローチ、すなわち現場クルタン電気工学校（KIEE）と労働人材省という 2
つのフィールドを持つ協力のフレームワークは、これまでのところそれなりに機能している。今

回、現場での視察を通じて、そこでのグッド・プラクティスを中央政府に理解・認識させていく

アプローチが、如何に持続性の確保につながるかを改めて認識。本アプローチの教訓を他案件に

フィードバックさせていくことが求められる。

現場での積み上げをカウンターパートや他ステークホルダーとともに認識することが肝要であ

り、プロジェクト・ニュースの発行などを通じて、内外に積極的に発信していくことが求められ

る。

地方（の訓練校）にプロジェクト成果を普及するにあたり、アクセス等の諸条件や具体的な方

法論について、他案件の経験などを踏まえつつ、詳細計画策定調査の段階で方法論や予算等につ

いてしっかりと確認しておく必要がある。

JICA の過去の経験にしばられない、第三国研修（タイ及びフィリピン）の取り組みなどの柔

軟な対応は、国内の援助人材が決定的に不足する TVET 分野では有効な方策である。

情報共有や問題解決の場である合同調整委員会（JCC）を有効活用し、最低 1 年に一度、可能

な限り年 2 回の開催が望ましい。いうまでもなく、JCC はプロジェクトにおける問題解決の（公

式な）機会である。

今後、JICA 研修を受講したカウンターパートのうち、チュメー土木工学校、セジョン電気工

学校、ランジュン電気工学校の各訓練校の指導員らが、それぞれの訓練校に戻って、学んだこと

を活用しているかどうか、具体的にどのように能力が変化したかを継続的にモニタリングしてい

くことが重要である。

官民連携の枠組みや具体的な方法論、連携活動など、できる限り詳細計画策定調査の際に詰め

ておくことが肝要であるが、その際、組織レベル（中央、地方、訓練校など）、また領域（セクター

横断型または分野特定型）の定義に加え、協会やシンジケートの有無・活動等についても確認を

行うことが重要となる。

指導員の能力向上の結果について、これまでの技術プロジェクトでは定性的な評価が行えな

かったが、本案件では、プロジェクト終了までに、（理論＋実習に係る）主観的及び客観的な評

価を行い、定性データを示していく予定ある。これについては、先方労働人材省の関心も高いこ

とが確認されている。



付　属　資　料

１．ミニッツ（M/M）

２．PDM比較表

３．調査国による技術コメント
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